
細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票）                                                      　　 

（報告先）

住所

氏名

（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）

１　地球温暖化対策事業者等の概要

125,585 kｌ 台

２　計画期間及び実施年度

2016 2018 年度 2018 年度

３　温室効果ガスの排出の抑制等を図るための基本方針

条例施行規則（以下「規則」という。）第89条第1項第1号該当事業者

規則第89条第1項第3号該当事業者

原油換算エネルギー使用量

地球温暖化対策実施状況報告書

事業者の氏名又は名称
( 代 表 者 の 氏 名 ）

横浜市 市長　林　文子

事 業 者 の 主 た る
事 業 所 の 所 在 地

神奈川県横浜市中区港町1-1

横浜市長

　横浜市生活環境の保全等に関する条例（以下「条例」という。）第144条第2項の規定により、次のとお
り報告します。

神奈川県横浜市中区港町1-1

横浜市　市長　林　文子

（Ａ４）

2019年　7月　31日

[基本方針]
　「地球温暖化対策の推進に関する法律」第二十条の三に基づき、市役所自らの事務及び事業の遂行に関し、温暖化対策に率先して取り組む
こと等を目的とした「横浜市地球温暖化対策実行計画（市役所編）」を2014年３月に策定し、取り組んできた。2018年10月には計画を改定
し、2030年度の横浜市役所の事務及び事業に伴い排出する温室効果ガスを2013年度を基準に30％以上削減することを目標に、市役所を挙げて
地球温暖化対策に取り組んでいる。
　効果的に省エネルギー化及び維持管理費等の低減を図ることができるため、「横浜市公共建築物ESCO事業導入計画」等に基づきESCO事業を
導入している。

[主要なエネルギー使用設備の更新等の検討]
①更新の対象となる主要なエネルギー使用設備
　下水処理施設における設備更新（電動機・ポンプ等）
②上記①の設備を選択した理由
　下水処理施設は横浜市役所のエネルギー使用量の約35%を占めているため、下水処理状況に応じた効果的な設備運転を行うとともに、設備の
更新・メンテナンスを行う。
③設備更新スケジュール
　水再生センターにおいて、年度ごとに更新工事の実施を予定している。また、平成28年度に永田地区センター、平成29年度に篠原地区セン
ター・篠原地域ケアプラザ、平成30年度に男女共同参画センター横浜南に、空調等設備機器の更新等を予定している。

計 画 期 間 実 施 年 度

規則第89条第1項第2号該当事業者

主 た る 事 業 の 業 種

大分類 Ｓ 公務（他に分類されるものを除く）

中分類

年度 ～ 

1,898

９８ 地方公務

自 動 車 の 台 数

地球温暖化対策事業者以外の事業者（任意提出事業者）

該 当 す る
事 業 者 の 要 件
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４　推進体制

５　公表の方法等

（Ａ４）

所在地 横浜市中区真砂町２－22　関内中央ビル６階

そ の 他

閲覧可能時間
月曜日から金曜日まで（国民の祝日・年末年始は除く）８時45分から17時15分まで
（12時から13時までは除く）

冊 子
入手方法

冊子名

市長
｜★特定事業者の代表者
｜☆地球温暖化対策事業者の代表者
副市長────────────環境エネルギー課長（温暖化対策推進者）
｜★エネルギー管理統括者　　　　★エネルギー管理企画推進者
｜☆計画管理責任者　　　　　　　☆計画推進責任者、☆技術管理者
区局統括本部長
｜
総務担当部長（温暖化対策責任者）
├─────────────────────┐
総務担当課長（温暖化対策推進者）　　　　　　施設担当課長（温暖化対策推進者）
└─────────┬───────────┘
┌─────────┴───────────┐
1500kl/年以上の事業所：15施設　　　　　　　 500～1500kl/年の事業所：20施設
　施設長：☆推進責任者　　　　　　　　　　　　施設長：☆推進責任者
　エネルギー管理員：★エネルギー管理員
　　　　　　　　　　☆技術管理者

※★は省エネ法に規定される役職
※☆は計画書制度に規定される役職
※括弧内は横浜市地球温暖化対策実行計画（市役所編）に規定される役職

ホ ー ム ペ ー ジ アドレス
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-
kankyo/ondanka/etc/shiyakusho/keikakushokouhyou.html

閲覧場所 横浜市環境創造局環境保全部環境エネルギー課

窓 口 で 閲 覧
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６の１　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第１号及び第２号該当事業者）

238,467 t-CO2 t-CO2/

236,924 t-CO2 t-CO2/

242,854 t-CO2 削減率 ▲ 1.8 ％ t-CO2/

236,592 t-CO2 削減率 0.1 ％ 削減率 ％

243,495 t-CO2 削減率 ▲ 2.1 ％ t-CO2/

234,672 t-CO2 削減率 1.0 ％ 削減率 ％

238,776 t-CO2 削減率 ▲ 0.1 ％ t-CO2/

230,937 t-CO2 削減率 2.5 ％ 削減率 ％

t-CO2 削減率 3.4
目標原単位

％ ％

基 準 年 度
（2015年度）

横浜市では、平成23年度から「横浜市節電・省エネ対策基本方針」に基づき、特に電力使用量
については、「平成22年度比10%以上削減（前年度の削減実績を上回るよう努める）」を目標に
掲げ、全庁的に節電・省エネに取り組んでいる。本計画期間においても、引き続き節電・省エ
ネ行動の徹底により、温室効果ガスの排出抑制を推進する。目標排出量は節電方針における削
減目標を基に設定し、3.4%削減とした。
※平成28年度の集計時に、基準年度における対象事業所等の見直し・修正を行ったことによ
り、基準排出量・調整後及び目標排出量を修正した。

横浜市では、平成26年３月に「横浜市地球温暖化対策実行計画（市役所編）」を策定し、平成
29年度の横浜市役所が実施する事務及び事業に伴う温室効果ガス総排出量を、平成24年度比
8.6%以上削減することを目標にしている。

事業者全体として
の目標等

基準原単位

排出の抑制に係る
目標の設定の考え
方

調 整 後

基準排出量

目 標 年 度
（2018年度）

目標排出量 230,385 削減率

目標等の達成状況
及び説明

（2016年度）

「横浜市節電・省エネ対策基本方針」に基づき、年間を通して市役所全体で節電・省エネに取り組んでいる。空調管
理、照明の減灯、OA機器の省電力設定など、執務室における対策を徹底し、取組を推進している。
また、これまで下水処理施設において使用していた汚泥焼却用設備を資源の有効利用と温室効果ガスの削減等を目的
とした固形燃料化施設に更新し、平成28年度から運転を開始した。当施設の稼働によりエネルギー使用量が増加した
ため、平成28年度の温室効果ガス排出量は増加したが、汚泥の焼却に伴う温室効果ガス排出量の大幅削減が可能とな
り、化石燃料の代替となるバイオマス由来の燃料化物を提供することで、市域の温室効果ガス削減に寄与している。

排出原単位

目標等の達成状況
及び説明

排 出 量

調 整 後

第 一 年 度

排 出 量

（Ａ４）

排出原単位

排出原単位

計画期間全体の排
出状況に関する説
明

第二年度に引き続き、空調管理・照明の減灯・OA機器の省電力設定など執務室における対策
や、ESCO事業の実施や照明のLED化に継続して実施している。また、2018年10月に改定した「横
浜市地球温暖化対策実行計画（市役所編）」に基づき、エネルギー管理の更なる徹底に取り組
んでいる。
一方で、第二年度に記載のとおり、下水処理施設において平成28年度から固形燃料化施設が稼
働しており、基準年度と比較すると温室効果ガス排出量が増加している。

第 二 年 度

引き続き、空調管理・照明の減灯・OA機器の省電力設定など、執務室における対策を徹底し、
年間を通して市役所全体で節電・省エネに取り組んでいる。また、ESCO事業の実施や照明のLED
化などの取組を推進している。
一方で、第一年度に記載のとおり、下水処理施設において平成28年度から固形燃料化施設が稼
働しており、基準年度と比較すると温室効果ガス排出量が増加している。

調 整 後

（2018年度）

空調管理・照明の減灯・OA機器の省電力設定など、執務室における対策を徹底し、年間を通し
て市役所全体で省エネ対策に積極的に取り組んできた。
一方で、横浜市の市有施設には、気象の影響を受けやすい施設や市民生活に密接な関わりのあ
る施設が多く、エネルギー消費量は増加する傾向にあることから、排出量の削減目標は未達成
となった。

調 整 後

目標等の達成状況
及び説明

（2017年度）

第 三 年 度

排 出 量
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６の２　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第３号該当事業者）

8,700 t-CO2 t-CO2/

8,700 t-CO2 t-CO2/

9,075 t-CO2 削減率 ▲ 4.3 ％ t-CO2/

9,075 t-CO2 削減率 ▲ 4.3 ％ 削減率 ％

9,100 t-CO2 削減率 ▲ 4.6 ％ t-CO2/

9,100 t-CO2 削減率 ▲ 4.6 ％ 削減率 ％

8,727 t-CO2 削減率 ▲ 0.3 ％ t-CO2/

8,727 t-CO2 削減率 ▲ 0.3 ％ 削減率 ％

第 二 年 度

（2016年度）
第 一 年 度

目 標 年 度

事業者全体として
の目標等

目標等の達成状況
及び説明

調 整 後

公用車利用の合理化を図り、所有している自動車の台数を削減した。また、燃料電池自動車や
ハイブリッド車等の導入を進め、低公害かつ低燃費な車の導入割合は増加した。
救急件数の増加、救急車の増車等により、全体としては温室効果ガス排出量が増加した。

基 準 年 度
（2015年度）

排出の抑制に係る
目標の設定の考え
方

（2018年度）

基準原単位

自動車の更新時には、九都県市指定低公害車等の低公害かつ低燃費な車を積極的に導入すると
ともに、効率的な運用やエコドライブの徹底により、排出の抑制を図る。
※平成29年度の集計時に、基準年度及び第一年度における対象自動車の修正を行ったことによ
り、基準排出量・調整後及び目標排出量、第一年度の排出量・調整後を修正した。

基準排出量

目標排出量 削減率 3.3 ％

第 三 年 度

引き続き、公用車利用の合理化を図り、所有している自動車の台数を削減した。また、燃料電
池自動車やハイブリッド車等の導入を進め、低公害かつ低燃費な車の導入割合は増加した。
救急出動件数が年々増加する傾向にあり、全体としては温室効果ガス排出量が増加した。

調 整 後

横浜市では、平成26年３月に「横浜市地球温暖化対策実行計画（市役所編）」を策定し、平成
29年度の横浜市役所が実施する事務及び事業に伴う温室効果ガス総排出量を、平成24年度比
8.6%以上削減することを目標にしている。

排出原単位
排 出 量

％
目標原単位

t-CO28,415

目標等の達成状況
及び説明

（2017年度）

削減率

（Ａ４）

排出原単位

排出原単位

調 整 後

排 出 量

排 出 量

計画期間全体の排
出状況に関する説
明

第二年度に引き続き、公用車利用の合理化を図り、所有している自動車の台数を削減した。ま
た、燃料電池自動車やハイブリッド車等の次世代自動車の積極導入を進め、低公害かつ低燃費
な車の導入割合は増加した。
一方で、救急出動件数が年々増加する傾向にあり、全体として、基準年度比0.3%の微増となっ
た。

公用車利用の合理化を図り、所有している自動車の台数削減を図るとともに、自動車の更新時
には次世代自動車の導入を積極的に進めることで、低公害かつ低燃費な車の導入割合が増加し
た。
一方で、救急出動件数が年々増加するなど、温室効果ガス排出量が増加する傾向にあるもの
の、エコドライブの徹底や効率的な運用等等により排出量削減に努め、全体として基準年度比
では微増となった。

調 整 後
（2018年度）

目標等の達成状況
及び説明
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７　事業所等における温室効果ガスの排出状況

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

6 68,164 6 67,628 6 67,982 6 65,770

7 28,098 7 28,598 7 28,700 9 34,108

21 34,771 24 39,728 23 39,966 20 33,332

4,338 107,434 4,186 106,900 4,217 106,848 4,212 105,566

4,372 238,467 4,223 242,854 4,253 243,496 4,247 238,776

８　自動車における温室効果ガスの排出状況

台数（台）
排出量の

合計(t-CO2)
台数（台）

排出量の
合計(t-CO2)

台数（台）
排出量の

合計(t-CO2)
台数（台）

排出量の
合計(t-CO2)

1,110 7,156 1,119 7,734 1,140 7,785 1,123 7,295

106 111 101 98 97 105 90 83

4 7 3 7 3 5 2 3

2 11 2 12 1 7 1 1

732 833 725 720 702 690 682 642

1,954 8,118 1,950 8,571 1,943 8,592 1,898 8,024

24.4 ％ 28.0 ％ 30.9 ％ 35.7 ％

（Ａ４）

第二年度 第三年度

500kｌ以上 1,500kｌ未満

500kｌ未満

基準年度 第一年度

低公害かつ低燃費な車の
導入割合(%)

第三年度
事業所等の規模

（原油換算エネルギー使用量）

3,000kｌ以上

1,500kｌ以上 3,000kｌ未満

自動車の区分

基準年度 第一年度 第二年度

合計

乗用自動車

合計

普通貨物自動車

小型貨物自動車

大型バス

マイクロバス
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９の１　重点対策の実施状況（第１号及び第２号該当事業者）

実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況

1
事業者全体
(市内分)

4223／4223 ― 年度 4253／4253 ― 年度 4247／4247 ― 　　年度

2
事業者全体
(市内分)

4223／4223 ― 年度 4253／4253 ― 年度 4247／4247 ― 　　年度

3
事業者全体
(市内分)

534／1330 ― 年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

569／923 ― 年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

641／1013 ― 　　年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

4
事業者全体
(市内分)

2897／3414 ― 年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

3006／3423 ― 年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

2991／3364 ― 　　年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

5
個別票対象
事業所

34／37 ― 2018年度
可能な限り詳細なフローを作
成 34／36 ― 2018年度

可能な限り詳細なフローを作
成 32／35 ― 2021年度

可能な限り詳細なフローを作
成

6
個別票対象
事業所

20／24 ― 2018年度 各種図面の整備 21／23 ― 2018年度 各種図面の整備 21／23 ― 2021年度 各種図面の整備

7
個別票対象
事業所

16／16 ― 年度 17／17 ― 年度 15／15 ― 　　年度

8
個別票対象
事業所

29／36 ― 2018年度
清掃ルール・実施記録簿の策
定 30／35 ― 2018年度

清掃ルール・実施記録簿の策
定 29／34 ― 2021年度

清掃ルール・実施記録簿の策
定

9
個別票対象
事業所

25／32 ― 2018年度 流量管理方法等の検討 25／32 ― 2018年度 流量管理方法等の検討 24／31 ― 2021年度 流量管理方法等の検討

10
個別票対象
事業所

27／37 ― 2018年度
需要率・負荷率の算定プロセ
スの提示方法の検討 21／36 ― 2018年度

需要率・負荷率の算定プロセ
スの提示方法の検討 20／35 ― 2021年度

需要率・負荷率の算定プロセ
スの提示方法の検討

11 事業所 513／1328 ― 年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

543／921 ― 年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

630／1009 ― 　　年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

12 事業所 56／57 ― 年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

51／51 ― 年度 市内全対象事業所で実施 52／52 ― 　　年度

13 事業所 114／3305 ― 年度
使用頻度等を考慮
し、更新時期に合わ
せて実施

159／3326 ― 年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

157／3273 ― 　　年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

14 事業所 677／1029 ― 2018年度
運用ルールを策定し各事業所
に周知 765／1030 ― 2018年度

運用ルールを策定し各事業所
に周知 827／1033 ― 2021年度

運用ルールを策定し各事業所
に周知

15 設備
(設備の種類)
冷凍機､蒸気ﾎﾞｲﾗｰ 157／333 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
冷凍機､蒸気ﾎﾞｲﾗｰ 168／338 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
冷凍機、蒸気ボイ
ラー

246／407 　　年度
エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

16 設備
(設備の種類)
冷凍機 165／267 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
冷凍機 170／274 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
冷凍機 236／335 　　年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

17 設備
(設備の種類)
蒸気ﾎﾞｲﾗｰ 54／66 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
蒸気ﾎﾞｲﾗｰ 49／64 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
蒸気ボイラー 60／72 　　年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

18 設備
(設備の種類)
蒸気ﾎﾞｲﾗｰ 36／66 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
蒸気ﾎﾞｲﾗｰ 40／64 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
蒸気ボイラー 42／72 　　年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

19 設備
(設備の種類)
ﾍｯﾀﾞｰ 54／66 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
ﾍｯﾀﾞｰ 51／64 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
ヘッダー 61／72 　　年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

20 設備
(設備の種類)

／ 年度
工業炉を保有してい
ない

(設備の種類)

／ 年度
工業炉を保有してい
ない

(設備の種類)

／ 　　年度
工業炉を保有してい
ない

21 設備
(設備の種類)
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 186／344 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 231／409 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
コンプレッサ 217／460 　　年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

22 設備
(設備の種類)
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 72／290 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ 86／341 年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

(設備の種類)
コンプレッサ 92／390 　　年度

エネルギー使用量の
大きい事業所から順
次実施

９の２　重点対策の実施状況（第３号該当事業者）

実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況

23
事業者全体
(市内分)

208／208 ― 年度 208／208 ― 年度 206／206 ― 平成　　年度

24
事業者全体
(市内分)

― 1908／1908 年度 ― 2129／2129 年度 ― 2124／2124 平成　　年度

25
事業者全体
(市内分)

― 1908／1908 年度 ― 2129／2129 年度 ― 2124／2124 平成　　年度

26
事業者全体
(市内分)

88／208 ― 2018年度
各事業所への周知及び体制の
整備 208／208 ― 年度 全事業所で実施 206／206 ― 平成　　年度

27
事業者全体
(市内分)

117／208 ― 2018年度
各事業所への周知及び適正な
維持管理の実施 208／208 ― 年度 全事業所で実施 206／206 ― 平成　　年度

（Ａ３）

エコドライブ推進体制の整備 実施中

実施中

工業炉表面の断熱強化 非該当

コンプレッサの吐出圧の適正
化

実施中

実施済 実施済

コンプレッサの吸気管理 実施中

実施状況の
判断を行う

単位
基準年度

第
３
号
該
当
事
業
者

推進体制の整備 実施済

第一年度

実施済

第三年度第二年度

実施済

対策状況対策状況

対策状況

実施中

実施中

自動車の適正な維持管理 実施中

エネルギー使用量等に関する
データの管理

実施済

実施中

自動車の適正な使用管理

実施済

重点対策

実施中

実施中

第一年度

実施中

実施中

非該当

実施中

変圧器の需要率管理、効率管
理

実施中

室内温度の適正管理

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

照明設備の高効率化 実施中

事務所機器の待機電力管理 実施中

実施中

実施中

冷凍機の冷水出口温度管理 実施中

燃焼設備の空気比管理 実施中

重点対策
実施状況の
判断を行う

単位
基準年度

実施中

各種図面の整備 実施中

外気導入量の適正管理

第
１
号
及
び
第
２
号
該
当
事
業
者

蒸気配管のバルブ等の保温 実施中

機器性能管理

排出ガス温度の管理

実施済

フィルター等の清掃 実施中

実施中

地下駐車場の換気管理 実施中

ポンプ、ファン及びブロワー
の適正な流量管理

実施中 実施中

実施中

推進体制の整備 実施済 実施済

主要なエネルギー使用設備の
更新等の検討

実施済

実施中

実施中

実施中

実施中

機器管理台帳の整備 実施中

照明設備の運用管理 実施中

エネルギー使用量の把握

実施済

実施済

実施中

実施中

実施中

実施中

実施済

実施中

実施済

実施中

実施済

非該当

実施中

実施中

対策状況

実施済

実施中

実施中

対策状況

実施済

実施済

実施済

実施済

実施済

非該当

実施済

第二年度

実施済

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施済

実施中

実施済

第三年度

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施中

実施済

対策状況

実施済

実施済

実施中

実施中

実施中

実施済

実施中

実施中



細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票） 

10　目標対策及び事業者の発意による対策の実施状況

0.07 ％

CO2排出量 CO2排出量

種別 使用量 単位 （t-CO2） 種別 使用量 単位 （t-CO2） 
（t-CO2）

昼間買電 1,616,838 ｋWh 827.8 昼間買電 1,581,865 ｋWh 809.9

都市ガス 125,046 m3 286.8 都市ガス 112,409 m3 257.8

昼間買電 181,653 ｋWh 93.0 昼間買電 112,709 ｋWh 57.7

都市ガス 19,251 m3 44.2 都市ガス 18,081 m3 41.5

昼間買電 105,372 ｋWh 54.0 昼間買電 85,152 ｋWh 43.6

昼間買電 282,977 ｋWh 144.9 昼間買電 201,822 ｋWh 103.3

都市ガス 57,084 m3 130.9 都市ガス 50,197 m3 115.1

昼間買電 63,336 ｋWh 32.4 昼間買電 44,712 ｋWh 22.9

実施前 実施後

高効率熱源システムやLED照明の
導入等により、エネルギー使用量
の削減を図った。

連
番

1

3

2017
省エネルギーの推進のため、ESCO
事業を導入した。

4

5 既存照明設備のLED化

港南台第
二保育
園、南日
吉保育園

ESCO事業の導入

港北区総
合庁舎、
栄公会堂
他３施設

省エネルギーの推進のため、ESCO
事業を導入した。

LED照明への更新工事を実施し、
電気使用量の削減を図った。

2016
蛍光灯、白熱灯、水銀灯を使用し
ていた。

LED照明への更新工事を実施し、
電気使用量の削減を図った。

燃料・熱・電気等の使用量 燃料・熱・電気等の使用量

10.4 千円

38.0 千円

千円

2 ESCO事業の導入
永田地区
センター

46.9

高効率熱源システムや高効率給湯
システムの導入、各種制御の導入
等により、エネルギー使用量の削
減を図った。

2016

高効率熱源システムや空調機の更
新、LED照明の導入等により、エ
ネルギー使用量の削減を図った。

既存照明設備のLED化

新羽消防
出張所、
長津田地
域ケアプ
ラザ

57.3

　　　（注意事項）・対策の効果が重複して計上されない様にご注意ください。
　　　　　　　　　・燃料・熱・電気等の使用量は、一年間での値に換算して記入してください。
　　　　　　 　　 ・記載欄が不足する場合は、横浜市へご連絡ください。

削減量合計
事業者総排出量

事業者総排出量
（t-CO2）

CO2排出量合計①
（t-CO2）

CO2排出量合計②
（t-CO2）

削減量合計
（t-CO2）

具体的な対策 事業所名
対策の

実施年度
（西暦）

削減量

238,776 1,614.0 1,451.8 162

投資金額
実施前の運用状況/設備状況 実施後の運用状況/設備状況

9.5 千円2017
蛍光灯、白熱灯等を使用してい
た。

ESCO事業の導入導入

篠原地区
セン
ター・篠
原地域ケ
アプラザ

2018
省エネルギーの推進のため、ESCO
事業を導入した。

千円

（Ａ３）



細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票）                                                      　　 

11　再生可能エネルギー利用設備等の導入状況

番号

1

2

3

4

5

12　クレジット等に関する取組状況

番号 年度

1 2018年度

2 2018年度

3 2018年度

4 　 年度

5 　 年度

13　その他の地球温暖化を防止する対策の実施状況

14　実施状況等に対する自己評価

（Ａ４）

第 二 年 度 実 績

第一年度の取組に加え、季節に合わせた服装での執務や省エネ行動の実践、公用車の効率利
用を推進するため全職員を対象とした研修などを実施した。また、横浜ブルーカーボン事業
イベントや環境教育出前講座を実施するなど、普及啓発活動に積極的に取り組んでいる。

第 三 年 度 実 績

第二年度までの取組に加え、公用車の次世代自動車の積極導入、市有施設の省エネ診断を実施し、庁内
の温室効果ガス削減の取組を進めている。また、民間事業者と連携したライトダウンイベントや地球温
暖化対策について学ぶワークショップを実施するなど、温室効果ガス削減の行動を促す普及啓発に積極
的に取り組んでいる。

　2018年10月に「横浜市地球温暖化対策実行計画（市役所編）」を改定し、全庁一丸となって温室効果ガスの更なる
排出抑制に向けて取り組んでいる。また、様々なイベント等を通じて普及啓発活動を実施するなど、市民・事業者と
連携して排出抑制に努めた。
　次期計画期間においても、さらなる温室効果ガス排出量の削減に向けた取り組みを推進していく。

基準年度までの対策

市役所内の取組として、各職場でのごみゼロ推進委員を中心としたオフィス３Ｒ夢プランの策定及び市役所ごみゼ
ロの取組の推進、公共交通機関の積極的利用や公用車の効率的な運用などに取り組んでいる。
　また、「生物多様性横浜行動計画（ヨコハマｂプラン）」による生物多様性の取組や燃料電池自動車（FCV）を活
用した水素の利活用に関する普及啓発、施設見学会やイベント等を実施し、環境教育に取り組んでいる。

計 画 期 間 内 に
実 施 す る 対 策

　基準年度までの対策を引き続き実施するとともに、引き続き、様々なイベントを通して普
及啓発活動に取り組んでいく。

第 一 年 度 実 績

横浜市環境マネジメントシステムと連携した省エネ・節電の取組に関する研修の実施、市役所ごみゼロの取組、
ペーパーレスの取組、公共交通機関の積極的利用、公用車の相乗り推進等を実施した。また、市民・市内事業者向
けに、省エネに関する動画の配信、エコリノベーション（省エネ改修）補助の実施、「エコリノベーション・アカ
デミー」の開催、こども「エコ活。」大作戦！の実施、燃料電池自動車（FCV）を活用した普及啓発活動等に取り組
んでいる。

再エネの利用 区役所等　計67か所 329 太陽光発電

再エネの利用 横浜市風力発電所 144 風力エネルギー

種  類 オフセット対象範囲 特定温室効果ガス換算量 備考

電気の使用 横浜市内事業所 7,366
東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ,丸紅新電力,F-Power,ｱｰﾊﾞﾝｴﾅｼﾞｰ,JXTGｴﾈﾙｷﾞｰ,ｴﾈｯﾄ,ｻﾐｯﾄｴﾅｼﾞｰ,ﾊﾟﾈｲﾙ,

ｴﾈｻｰﾌﾞ,電力会社が特定できない場合,ｲｰﾚｯｸｽ,ｵﾘｯｸｽ,東京ｶﾞｽ,ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞﾊﾟﾜｰ,関電ｴﾈﾙｷﾞｰｿﾘｭｰ

ｼｮﾝ,東急ﾊﾟﾜｰｻﾌﾟﾗｲ,出光ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟﾜｰ,ﾘｴｽﾊﾟﾜｰ,日本ﾃｸﾉ,新出光,楽天ｴﾅｼﾞｰ,ｴﾅﾘｽ・ﾊﾟﾜｰ・ﾏｰｹﾃｨ

ﾝｸﾞ,Looop,中央電力,昭和ｼｪﾙ石油,日立造船,ｳｴｽﾄ電力

バイオマス（汚泥消化ガス発
電）

1987年度 2か所、総発電容量5,700kW

バイオマス（廃棄物発電） 1984年度 4か所、総発電容量79,000kW

風力エネルギー 2006年度 １か所、総発電容量1,980kW 年間発電量：約292万kwh

太陽熱利用 1980年度 18か所

設備機器の種類 導入年度 性能等 備考

太陽光発電 1997年度 67か所、総発電容量1,300kW 年間発電量：約137万kwh


